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１．課題設定と背景 
 
本研究は、都市部の父母による就学前の子どもの保育選択について、その背景と要因を明らかにす
ることを通して、日本における子育てを通した階層分化の動向と、子育ての公共性と私事性について
検討することを目的とする。本研究で用いる「保育選択」の語には、家庭保育なのか保育所や幼稚園
に入園させるかの選択、どの就学前施設を利用するかの選択、認可保育所の中での選択などを含む。 
就学前の子どもの保育の選択は、家族の育児資源が直接的に影響をおよぼす実践である。義務教育
段階である小学校・中学校選択においては、少数の私立学校受験者が存在するとはいえ、ほとんどが
公立学校に進学するのが現状であり、公立学校選択制の導入の動向を考慮に入れたとしても、実際の
「選択」の度合いは低い。さらに、義務教育終了後の高校・大学選択においては、父母の社会階層と
の関連が大きくみられることは事実であるが、就学前と比較すれば、本人の成績や希望などが重視さ
れるようになり、父母が選択の主体であるとはいいがたくなる。 
これに対し、就学前においては、就学が義務でない以上、保育所や幼稚園に就園するか否かの選択
にはじまり、保育所にするか幼稚園にするかという制度選択の点においても、さらにはそれぞれ特色
が異なる多様な幼稚園・保育所の中からどこを選択するのかという、いわゆる「園選び」においても、
「選択」の度合いが強い。とくに都市部においては、民間企業による保育サービスの提供を含め、多
様な選択肢が存在する。 
「選択」の度合いが強いということは、選択する主体である父母の資源と意向が、大きく反映しや
すいということである。すべての父母が、子育てに関する選択実践に参画するという点で、保育選択
は、父母の社会階層が子どもにおよぼす影響を検討するための、固有のアリーナを形成しているとい
える。 
父母は保育選択に際し、思いのままに選んでいるわけではない。その背後には、制度的・階層的制
約が潜んでいる。とくに都市部においては、待機児童の多さが社会問題となるなど、自由な保育選択
が可能となっているとは言い難い。そうした制約に着目することで、まさに日本の保育制度がかかえ
る課題と、階層的実践の分化を検証することができると考えられる。 
さらに本研究は、保育選択について、保育政策と父母の意識との、両面から検討するものである。
保育所や幼稚園といった保育制度は、保育選択における選択肢となる。そうした選択肢の存在それ自
体は、それぞれ異なる資源と意向をもった父母によって選択されることにより、階層的実践の分化の
契機となる。しかしそうした政策は、決して所与のものではなく、各社会集団は、制度を変革するこ
とをも試みる。S.J.ボール(Ball, 1997)が指摘するように、人々は制度的制約を、受動的に受け入れて
いるわけではなく、そうした制度的限界の中で、自分の意向を最大限に実現できるよう模索し、時に
は、制度自体に働きかけもするのである。 
また政策は、父母の意向だけで決まるものではない。そこには、国家による保育選択ともいうべき、
就学前児童の処遇に対する考え方、家族のあり方が表れている。またそこでは、研究者や業界団体な
ど、様々な利害関係が交錯している。父母の保育選択の背景にある、そうしたダイナミズムを描き出
すため、本研究では、国家政策と父母の実践との両面から、保育選択の要因にせまろうとするもので
ある。 
したがって本研究は、保育をめぐる選択実践の分析を通して、教育社会学がかかえる、マクロ分析
とミクロ分析の統合という課題の一端に取り組むものでもある。 
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本研究では、保育選択は、社会集団が維持されあるいは分化する一因となるという視座に立つ。し
たがって、近年の保育制度改革は、新たな社会集団の形成・分化につながっていると考えられる。政
策分析と父母の意識分析を通して、保育選択にみられる新たな社会集団の存在を示唆することが、本
研究を貫く目標である。 
現在日本では、1990 年代以降の少子化対策の重点化により、就学前児童の保育に関する制度改革が
進行している。たとえば「エンゼルプラン」（1994 年）や「新エンゼルプラン」（1999 年）では、待
機児童の解消をめざし、保育所の受け入れ児童数の増加のための施策が示された。また保育所に関し
ては、1997 年の児童福祉法改正により、入所についての「措置」という表現がなくなり、保護者によ
る申し込みに関すること、保育所による選考に関すること、「選択」のための情報公開に関する項目が
加えられた。すなわち同法改正により、保護者の「申し込み」という手続きが法律によって規定され、
保護者の保育所選択権が明確化されたのである。 
これらの保育制度の変化は、従来この領域を区分していた、三つ境界の変容としてとらえることが
できる。 
第一に、保育所と幼稚園の関係の変容である。保育所と幼稚園とが、その設置主体や施設、教諭資
格についての統合をすすめる、いわゆる「幼保一元化」の動向は、第二次世界大戦後の幼保二元的制
度の成立期から繰り返し議論されていた。これについては 2006年度、「就学前の子どもに関する教育、
保育等の総合的な提供の推進に関する法律」が施行され、幼保一元化施設である「認定こども園」の
設置が可能となり、2009 年 4 月 1 日現在、358 箇所が開設されている。これは、認可施設再編の進行
としてとらえることができる。 
 第二に、認可保育所の設置主体区分の変容がある。2000 年より、それまで自治体と社会福祉法人に
限定されていた認可保育所の設置主体の制限が撤廃され、公設民営、民設民営の認可保育所が登場し
ている。とくに、民間企業による認可保育所の設置・運営が可能となったことは、他の福祉分野への
民間企業の参入とあわせ、福祉の提供主体の再編成の一部として位置づけられる。 
第三に、国や自治体による、認可保育所と認可外保育施設の位置づけの変容がある。たとえば東京
都では、認可保育所に入りたくても入れない、いわゆる「待機児童」に対応するため、2001 年より、
独自の認証保育所制度を開始した。これは、民間事業者等が設置・運営する認可外保育施設のうち、
東京都独自の基準を満たしたものに、都と市区町村が補助金を出すことなどを特徴とする。さらに
2005 年度の税制改革では、基準を満たす認可外保育施設の場合、利用料に対する消費税が非課税化さ
れるなど、こうした施設の利用を促進する制度が整えられつつある。また 2003 年の少子化社会対策
基本法・次世代育成支援対策推進法などにより、職場における子育て支援の一環として、職場におけ
る保育施設の設置が推進され、民間の保育産業も、個人から法人へと、顧客対象を転換させつつある。 
 これら三つの境界区分の変化を背景に、父母にとって就学前の子どもの保育に関する選択肢は、増
加傾向にあるといえよう。今や就学前児童の処遇は、その父母だけでなく、政府や各自治体、民間企
業やＮＰＯ法人といった様々な主体にとっての、大きな関心事といってよい。 
これらの動向から生じる、本研究がとりくむべき課題は次の三点である。 
第一に、保育制度を父母の保育ニーズにいかに合致させていくかという課題である。保育制度が多
様化する一方で、都市部においては待機児童の多さが依然として問題となるなど、その制度改革や施
設整備は十分とはいい難い。こうした現状に応えるため、たとえば東京都では、独自の認証保育所制
度を設けるとともに、都市部における多様な保育ニーズに応えるため、保育所への入所に際しての「保
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育に欠ける」要件の見直しや、直接契約制度の導入、多様な運営主体の参入に向けた規制緩和などの
認可保育所改革を検討しているが、依然として明確な解決策は見出せていない。保育制度のあり方に
ついては、縦割り行政や政治的イデオロギー間の葛藤、また経済環境の影響が直接的間接的に反映し
ている。保育制度をめぐり、多様な主体の意図が交錯する中で、父母が必要とする多様な保育制度の
実現にむけ、まずは父母の保育ニーズを把握することが重要となってくる。 
そのために必要なのは、第二の課題である、子育てを担う家族集団についての理解である。近年の
保育制度改革は、家族のライフスタイルの変容に対応したものでもある。したがって父母の保育選択
をめぐる動向は、日本における階層性の変容と関連している。そもそも幼稚園と保育所はそれぞれ、
育児専業の母親と、仕事や病気などの理由により、十分な保育が不可能な母親との区分を暗黙の前提
とし、前者を「標準的」な就学前児童のあり方として想定してきた。そこにおいて、子育ては「私事」
として、その責任は排他的に母親に担わされてきた。したがって幼保制度の再編の動向は、雇用者と
専業主婦からなる「標準世帯モデル」の正統性の変化を促すものである。さらに、実質的には在宅育
児支援を目的とした事業（「地域子育て支援センター事業」や「つどいの広場事業」など）の導入は、
育児専業の母親の社会的位置づけの変化に対応している。 
ここから見いだせるのは、中間層がライフスタイルによって分化した「中間分衆」（今田 2000）、あ
るいは「中産階級の分派 middle class fractions」（Vincent et al.2004）である。落合恵美子（2004）
が指摘するように、家族内の公私の分離や性別役割分業、子ども中心主義を特徴とする「近代家族」
が一般化した、日本の「家族の戦後体制」は、現代社会においては標準的ではなくなりつつある。本
研究は、こうした近代家族の多様化・分化を、保育選択に焦点をあてて明らかにしようとするもので
ある。 
本研究で用いる「父母」は、さまざまな社会階層を形成する行為者としてとらえられる。社会階層
とは、「全体社会において社会的資源ならびにその獲得機会が人びとのあいだに不平等に分配されてい
る社会構造状態を表示する、整序概念」（富永 1979）である。ここでいう社会的資源とは、「個人にと
って欲求充足の源泉、社会体系にとって機能的要件充足の源泉となる、物的対象（物財）、関係的対象
（関係財）、文化的対象（文化財）の総称」であり、「その供給が需要に比して相対的に稀少であるが
ゆえに、個人にとっても社会体系にとっても価値を付与されている、すなわち効用をもっており、し
たがってまた競争の対象になる」（富永 1979：3）ものであるという。 
なお、後述する P.ブルデュー、S.J.ボールらの議論で言及される「階級」概念も、この社会階層概
念と共通している。すなわち、階級を固定的なものととらえず、所有資源と外在的機会による制約と、
その中での実践やアイデンティティによって区分される人間集団として、階級をとらえている。本研
究は、これらの階級概念に依拠し、保育選択をめぐる資源と意識、それらから導かれる実践によって、
父母の階層性について検討していく。 
本研究が、階層性を保育選択分析の基軸とするのは、保育選択とは、まさに階層的実践としてとら
えられるからである。現代における家族のライフスタイルの変容は、日本の階層性の分化と重なり、
とくに認可保育所という福祉施設の存在意義をめぐって、議論を呼ぶことにつながっている。 
そこで最終的に課題となるのが、第三の、「教育」と「福祉」の領域区分、さらには、公的・私的領
域区分である。就学前児童の処遇は、「教育」と「福祉」の二つの領域に関わる問題であり、日本にお
いて「教育」と「福祉」は、それぞれ文部科学省と厚生労働省という異なる省庁により管轄され、異
なる理念と制度の中で実施されてきた。しかし就学前児童施設の多様化の動向は、従来のこれら二つ
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の領域の境界区分の再編を促すものである。ここで求められているのは、教育と福祉の新しい公共サ
ービスの理念と、それにそった制度構築である。 
「教育」と「福祉」のどちらの領域においても、近年、一方では学校選択制の導入、また他方では
福祉制度の転換（「措置」から「契約」へ）に表れるように、「選択」が鍵概念となっている。これら
利用者の選択権保障の動向は、画一的な公共サービス提供の見直しを促している。保育所はこれまで、
「保育に欠ける」児童（児童福祉法第 24 条）への社会福祉的措置という位置づけであった。その法
的位置づけ自体は現在も変わらないものの、保育所選択権の明確化に代表される諸改革により、保育
所における保育は、より幅広い保護者を対象とした多様な公共サービスへと転換しつつある。これら
のことから浮かび上がるのは、国民の生活条件を整え権利を保障するという公的領域と、父母の養育
責任や教育権が位置する、私的領域との関係性の変容である。 
本研究の意義は、現代日本の階層性の変化と、公的領域と私的領域の区分のあり方について検討す
るために、就学前児童の保育に注目した点にある。就学前児童の保育選択は、それが義務教育段階で
ないからこそ、父母の生活様式や教育的意図が具現化する契機である。保育制度改革には、公的領域
への新自由主義的改革の導入、ポスト福祉国家像の模索といった、マクロな社会的動向の変化と、父
母のライフスタイルや、父母による子ども・子育ての意味づけという、よりミクロな変化の両方がみ
てとれる。 
「保育選択」は、三重の意味での「選択」としてとらえることができる。ひとつは、子どもの個性
尊重を実現するために、多様な学習機会からその子にあったものを選ぶという意味での、子ども自身
にかかわる「教育選択」の一部としての意味合いである。またもうひとつは、親が、就労するか育児
専業となるか、その他、親自身がどのようなライフコースを歩むかという、親自身にかかわる「選択」
の問題である。就学前保育は、これら二つの選択が交錯する場である。さらにここに、国家が、子ど
もの養育の責任と担い手をどこに求めるかという、政策的レベルでの保育選択を加えることができる。 
さらに、保育制度のあり方には、国家や NPO、民間企業の利害関心も見いだすことができる。した
がって保育は、各社会集団の関心と利害が交錯する「場」としてとらえることがきる。 
こうした視点から、本研究では、就学前児童の社会的位置づけの見取り図を描くことを通して、日
本における父母の教育期待と育児意識の社会的分布、またそれを可能にする社会的条件（政策・制度）
を明らかにすることを通して、現代の日本社会における階層性の変容の動向をとらえ、子育てをめぐ
る公的領域と私的領域の区分のあり方について検討することを目的としている。 
 
 
２．研究枠組みと方法 
 
上記の目的を達成するための本研究の方法は、次の三つに大別できる。 
１．保育選択の理論枠組みの構築 
２．保育・家族政策の分析 
３．父母の保育選択と子育て実践の分析 
 
第一に、育児実践は、政策や制度によるマクロレベルの条件づけと、実践者の意識や日々の実践と
いうミクロレベルとの、総合的視点からとらえられるべきものである。したがって本研究では、ブル
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デュー、ボールらの理論モデルを用いて、政策分析と行為者の意識分析を統合的に展開する。「政策」
は、保育選択における選択肢を決定し、父母の資源と意識は、実践としての保育選択を決定する。両
者は独立したものではなく相互に影響しあうものであり、これらは同時に検討される必要がある。そ
こで本研究ではまず、教育と階層との関連についてのブルデュー理論を確認し、ブルデュー理論を保
育選択分析に応用した英国のボールらの先行研究を踏まえながら、保育選択分析の理論枠組み（図）
を構築した（第２章、第３章）。 
 
（Ball2003:9 を参考に筆者作成） 
図 保育選択の分析枠組み 
 
第二に、ボールらによる保育選択の議論が成り立つ条件である、英国の家族・保育政策について確
認した。英国においては、日本とほぼ同時期に就学前児童に関する諸制度改革を実施しており、その
理念と運営のされ方を明らかにし、日英の諸改革の特徴について考察した（第４章）。そのうえで、日
本の第二次世界大戦後の家族・保育政策の変遷を追い、その中で、保育選択の条件の変化について考
察した（第５章）。 
第三に、筆者らが実施した父母や保育者への質問紙調査、聞き取り調査をもとに、現代の保育選択
決定の要因について、父母の育児資源と育児意識の両面から、よりミクロな分析を試みた（第６章・
政策 
：家族集団の形成、保育選
択における選択肢の形成 
 
保育選択 
：ハビトゥスに導かれた実践 
父母の育児資源 
：文化資本、経済資本 
（学歴、職業） 
父母の選好 
：意識、認識（子への教育
期待、ライフスタイル） 
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第７章・第８章）。研究対象となる地域としては、関東地方の１都７県と、中でも東京都とその周辺の
都市部を設定した。都市部は、少子化傾向であるとともに待機児童の多さが問題となり、これを改善
するための行政側の施策が明確にあらわれるところである。さらに都市部においては、民間企業によ
る保育提供の機会も多く、保育の選択肢が多様であることから、本研究のフィールドとして適切であ
る。 
これらの施設の中から、まずは就学前児童が日中定期的に利用する代表的施設である認可保育所と
幼稚園をとりあげ、両者の利用者層の特徴から、現代の日本における保育選択の全体像を把握した（第
６章）。次に、現代の保育制度改革において、待機児童問題の解決策として推進されている、認可外保
育施設と幼稚園の預かり保育について、その設立の歴史的背景を確認し、利用者層の特徴について明
らかにし、現代の保育選択の多様性について検討した（第７章、第８章）。 
 
３．各章の概要 
 
第１章 
現代の都市部の保育選択をめぐる状況から浮かびあがる問題として、都市部における父母の保育ニ
ーズと保育制度が合致していないこと、現代日本における家族の変容と階層性、福祉・教育の領域区
分、公的・私的領域区分の変容があることを確認した。また先行研究を概観し、本研究の意義を示し
た。本研究と関連する先行研究としては、厚生労働省を中心とする保育選択に関する研究や、育児資
源に関する研究、夫婦を単位としたカップル分析に関する研究などがある。しかしながらこれらは、
保育選択の階層性を分析するものではない。保育選択が、父母のもつ資源と意識によってどのように
異なるかについて、理論枠組みを示した上で総合的に分析した研究は見られないことから、本研究の
意義が確認された。 
 
第２章 
保育の「選択」とはいかなる行為としてとらえられるかを確認するため、フランスの社会学者ブル
デューの社会理論のうち、とりわけ選択と階層分化にかんする議論について、デュルケームとの比較
を通して考察した。 
ブルデューの認識論の特徴は、それが「実践」と分かちがたく結びついて論じられているところに
ある。ブルデューによれば「認識」とは、社会的事物を分割する実践である。人々や事物を区分する
社会的な分割は、本質的なものではなく恣意的なものであるが、一度構築されると、正統性をもって
人々の意識に押しつけられる。また事物の分割は、人間集団の分割と対応して認識されることが、デ
ュルケームの議論との比較において確認された。 
ブルデューによる「選択」の語は、無意図的なものを含むと考えられる。それは、選択を生み出す
原理（ハビトゥス）自体が、非意識的・非意図的なものであるからである。選択は、ハビトゥスに導
かれて行なわれるが、そのときハビトゥスは、そのハビトゥス自体の恒常性・安定を図るような選択
を行なう。すなわち選択とは、真空状態において行為者のまったくの自由意志にもとづいてなされる
ものではなく、行為者の性向にもとづいて、また社会的制約の中で行われるものである。 
「選ぶ」ということは、対象を分類することであり、選択実践によって、社会的分割は実現される。
そして同時に、その選び方によって、選ぶ主体もまた、他者によって分類される。こうしたブルデュ
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ーの選択理論は、芸術、言語、政治その他さまざまな領域における実証研究に影響を与えているが、
とくに、教育研究におけるその影響は絶大であった。 
ブルデュー理論にもとづいて保育選択を描き出すならば、父母のライフコースや教育方針に起因す
る子育ての多様性は、それに応える保育制度を必要とし、多様な保育制度が創設され、また展開して
いく。他方で、既存の保育制度のあり方は、父母のライフコースや子育てのあり方を規定する、社会
的条件ともなるのである。 
 
第３章 
第３章では、S.J.ボール、P.ブラウンらの議論を概観したうえで、本研究の枠組みとなる、保育選
択の理論と方法を提示した。 
 ブルデュー理論における、社会構造と行為者の相互関係の視点や、階級と教育についての分析を踏
まえ、現代の英国における教育選択の動向を分析したのが、ボールらによる一連の研究である。ボー
ルは、父母の教育実践における「選択」に着目し、「選択」とは、父母の意図的・無意図的な教育戦略
の中で生じるものとしてとらえている。 
彼が追求したテーマのひとつは、教育選択を契機とする中産階級の分化の様相であった。彼らが実
施した調査の対象は、①義務教育段階における学校選択、②日本の義務教育終了段階にあたる、16 歳
以降の進路選択、③高等教育選択、④保育選択、の 4 つの契機に直面した、父母や子ども本人、また
保育者や教師たちである。これらの人々へのインタビュー調査を通して、ボールらは、職業上の地位
や雇用セクター、ライフスタイル、価値観などに応じて、中産階級が分化していく様子を描き出して
いる。そこで明らかにされたのは、従来の固定的な階級観ではなく、教育利用の様式にみる、より現
代的な、各社会集団間の差異である。 
 さらにボールは、ブルデュー理論のさらなる展開として、国家による教育市場の統制に着目してい
る。すなわち、市場を形成しこれを統制する、教育・保育政策自体を分析の対象としている。国家レ
ベルの政策は、保育・教育選択の実際的な選択肢を用意する。教育・保育選択とは、これらの選択肢
と父母の育児意識が出会う場面であり、したがって「選択」とは、まさに、マクロな政策動向と、行
為者によるミクロな実践が接合する契機である。 
 さらに市場と行為者との関係は、市場が行為者の選択肢を用意するという側面だけではない。行為
者は、自らに有利に働くように市場の規則を変える。すなわち、選択肢のあり方そのものにも働きか
けるものである。したがって政策は、それ自体がひとつの価値観を正当化する、家族にとって利用可
能な資源となる。すなわち家族のもつ資源は、選択を実行するために用いられると同時に、市場の規
則を変化させるためにも動員される。こうして変化した政策は、それ自体、それが有利に働く家族に
とっての資源となるのである。 
 また、教育改革を、経済状況の変化やそれにともなう雇用構造の変化と関連させてとらえる枠組み
を提示したのが、ブラウンである。ブラウンは、「ペアレントクラシー」という語を用いて、教育の正
当性を支える原理の変化を描き出している。すなわち、英国におけるサッチャー政権以降の教育改革
の動向とは、子どもの教育選択が、子どもの「能力」や「努力」よりも、両親の「富」と「願い」に
よって決定されるシステムへのシフトであるという。これはすなわち、「メリトクラシー・イデオロギ
ー」から「ペアレントクラシー・イデオロギー」へのシフトである。 
これらの枠組みは、父母の資源と意向という、父母の選択にかかわる要素とともに、なにを資源と
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するか、またどうした意向が促進されるのかという視点をも含んだ、優れたものである。本研究では、
この枠組みを援用し、親のもつ「資源」と、親の「意向（子どもへの教育期待、自身のライフプラン
など）」が、子どもの「保育選択」を決定するという、分析枠組みを設定した（図参照）。 
 
第４章 
第４章では、ボール、ブラウンらによる研究のフィールドであり、日本と同じく、主に 1980 年代
以降、教育・福祉政策における「選択」制の導入を軸とした改革が進行する英国における教育・家族
政策と、「チャイルドケア」をめぐる動向を分析し、日本の保育制度改革を読み解く示唆を得た。 
 1997 年、英国に、就学前児童の「ケア」と「教育」の統合プログラムとして、アーリー・エクセレ
ンス・センター（Early Excellence Centre）が設置された。これは、保育施設と幼児教育施設が一体
となった施設である。従来英国の主な就学前児童向け施設には、おおむね日本の保育所にあたるデイ・
ケアやデイ・ナーサリー、幼稚園にあたるナーサリー・スクールとナーサリー・クラス、小学校付属
のレセプション・クラス、民間団体によるプレイグループなどがあった。デイ・ケアは、日中親が働
いていて世話をしてくれる人がいないなどのニーズを持った子どものための福祉施設であり、地域の
社会サービス局が管轄していた。他方で教育機関であるナーサリー・スクールは、地方教育当局の管
轄であった。これに対し、アーリー・エクセレンス・センターとは、就学前児童向けの「福祉」や「教
育」施設であるのみならず、就学後の児童向けの放課後学級や、成人向けの教育・訓練、保育者の育
成などのプログラムを備えた、複合施設として位置づけられている。 
 こうしたセンターが誕生した背景には、ブレア新労働党政権の家族・教育政策がある。1997 年に成
立したトニー・ブレア率いる新労働党政権は、福祉の見直しや、政策における教育の重視、子どもを
持つ女性の積極的な就労支援策を打ち出していったことを特徴とする。 
英国の保育制度改革に照らしてみると、日本の「幼保一元化」は、少子化対策や行財政の効率化の
意味合いが強い。1990 年のいわゆる「1.57 ショック」以降、少子化対策は日本の家族・教育政策を
方向づける指針のひとつであり続けている。他方で英国の場合、1990 年代の合計特殊出生率は 1.7 か
ら 1.8 程度と、問題となるほどの少子化傾向にはない。 
 また英国の場合、幼保一元化の動向は、女性の積極的な就労支援など、貧困対策の一環として位置
づけられている。英国では、シングルマザーの多さや、それにともなう貧しい環境での子育てが問題
となっている。また教育レベルの低い親は、フルタイムの雇用にあまり就かないだけでなく、公的な
チャイルドケア・サービスをあまり利用しないという。教育達成の低さを、その家族の教育水準や貧
困と結びつけ、積極的に介入していく英国の姿勢は、日本とは異なる。それは、英国の保育制度改革
が、ブレア政権の新人的資本論、すなわち、英国経済を支える有能な労働者育成を目的として教育水
準を上昇させるという、雇用経済政策と関連していることにも起因すると考えられる。ここからは、
保育制度改革が、子どもとその親の現在の状態だけでなく、子どもの将来を見据えた世代間再生産へ
の積極的介入や、国家の未来の労働力の創造をも視野に入れて展開されうることが見出せた。 
 
第５章 
第５章では、戦後日本における保育選択の「選択肢」の形成と現状を明らかにするため、日本の家
族・保育政策の変遷をたどった。国家政策と保育選択とは、二つの点で関連する。第一に、国家政策
が、選択の主体たる家族の資源を決定するということである。国家の家族政策は、家族の社会的存立
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要件を規制することにより、異なる社会集団の形成に帰結する。異なる社会集団は、異なるやり方で、
保育制度を利用する。第二に、国家政策は、保育施設の財政的基盤を提供したり、設置・運営の条件
を規制したり、利用条件を規定することで、保育市場における規則を決定し、統制する。 
したがって第一の点から、日本における戦後の家族政策の変容について考察し、次に、第二の点か
ら、保育施設をめぐる制度改革について概観し、そこにみられる保育選択の規則の変化について考察
した。 
戦後の家族政策については、①第二次世界大戦後―1960 年代（「家族の戦後体制」の始まりと家族
政策の登場）、②1970－1980 年代（「日本型福祉社会」の形成）、③1990 年代（「子育て支援」のため
の家族政策の登場）、④2000 年―（在宅育児支援と家庭教育のさらなる重点化）の４期に分けて確認
した。これら４期の展開は、日本における「近代家族」の標準化とその変容のプロセスとしてとらえ
られる。 
さらに戦後の保育制度改革について、幼保一元化の動向を柱に、そこにみられる保育制度編成の理
念と家族観の変化を確認した。戦後日本の育児・家族政策は、専業母による育児を正統とし、それ以
外の他者による育児を、やむを得ない事情による妥協策と位置づけてきた。それが端的に表れている
のが、就学前児童を対象とする幼稚園と保育所の二元的制度である。こうした制度は、実際に多く存
在する雇用就労者や自営業者である母親、また戦前は日常的であった母親以外の家族や親族、あるい
は近隣による育児実践を、周辺的に位置づけてきた。そこで、戦後の幼保二元的制度の確立から、こ
れらを統合すべきという議論の展開を確認し、そこにみられる保育の選択肢の変容について考察した。 
戦後の幼保一元化に関する動向は、おおむね４期に分けられる。①第二次世界大戦後－1950 年代（戦
後幼保二元制度の成立）、②1960－1970 年代（集団保育の重要性と保育所での「幼稚園並み」の教育
の導入）、③1980 年代（少子化に対する危機意識の高揚と「家庭の教育力の欠如」）、④1990 年代以降
（待機児童の解消と行財政改革のための幼保一元化）である。なお、戦後日本における子ども数の減
少は、1970 年代半ばから始まり、1980 年代には保育関係者にその影響が危機として認識され始めて
いる。しかし、国家政策として少子化が課題となったのは 1990 年代以降であり、1980 年代における
家族政策と保育政策は、少子化への対応をめぐって違いがみられた。 
2000 年代に入った現在、就学前児童のための施設は、NPO 法人や民間企業も含めた保育提供主体
の多様化と、「認定こども園」という幼保一元化施設の法制化という、新しい局面を迎えている。 
 一方で、近年の日本の家族・保育政策を特徴づけるのは、「親」の焦点化である。1986 年の臨時教
育審議会第二次答申で、「家庭の教育力の回復」が提示されて以来、1996 年の中教審答申や 2000 年
の教育改革国民会議による提言において、「家庭の教育力の低下」を背景とした家庭責任の強調が繰り
返された。そして、2006 年の改正教育基本法においては、「家庭教育」の項目が新設され、「父母その
他の保護者」の、子どもの教育についての第一義的責任が明記されている。 
ここからは、保育の選択肢が変化し多様化することと同時に、親の教育責任が強調されることによ
り、教育責任を実現する実践として、まさに「選択」が重視されるようになるという、保育選択の重
点化のプロセスが見出せた。 
 
第６章 
第６章では、筆者らが実施した、父母を対象とした質問紙調査をもとに、父母のもつ育児資源と意
識の面から、幼稚園と認可保育所選択の要因について検討した。 
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ただし、ブルデューが指摘するように、ある「場」において行為者は、「自由に」行為しているわけ
ではない。行為者は、与えられた状況の限界の中で、いわば客観的可能性に主観的願望を合わせる形
で選択決定をしていく。これをふまえれば父母は、子どもの保育を、制約なしに選択しているわけで
はない。とくに現状の保育所制度について考える際に、その入所要件について考慮する必要がある。
保育所への入所には、保護者の就労や病気などにより、「保育に欠ける」（児童福祉法第 24 条）こと
が要件となっている。児童福祉法施行令によれば、「保育に欠ける」状態の具体的内容としては、保護
者のいずれもが、「①昼間労働することを常態としていること。 ②妊娠中であるか又は出産後間がな
いこと。 ③疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有していること。 ④同
居の親族を常時介護していること。 ⑤震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。 
⑥前各号に類する状態にあること」のどれかに該当し、かつ同居の親族その他の者が児童を保育する
ことができない状態とされている。 
保護者から認可保育所への入園の申し込みがあると、各市区町村は、入所申込者の「保育に欠ける」
度合いを判断し、その度合いが高い順に入所を決定する。したがって本研究で分析対象とする父母の
うち、保育所に子どもを通わせる父母とは、保育形態が多様化する状況下で、保育所への入所を申し
込み、結果としてそれを承諾された父母である。 
本研究で用いた第一の量的データは、2006 年 11 月～12 月に筆者らが実施した、「子どもの教育に
関する実態調査」の回答の一部である。同質問紙調査は、１都７県（東京都、神奈川県、千葉県、埼
玉県、茨城県、栃木県、群馬県、山梨県）の満３歳～中学 3 年生の子ども 3,000 名を層化２段確率比
例抽出し、その父母 6,000 人を対象に郵送法により実施され、有効回答数 2,283 票（世帯回収率
44.03％）を得たものである。 
本研究で用いた第二の量的データは、2004 年 12 月～2005 年 1 月に、筆者を含む「子どもの社会
化研究会」が、東京都と愛知県で実施した、「若い親のしつけと育児意識に関する調査」の、東京の母
親の回答である。同調査は、東京都区部の 7 箇所、愛知県内 4 箇所の認可保育所を通して、父母 730
組に調査票を配布、留め置き法（一部郵送）で回収し、390 組のカップルから回答を得たものである
（回収率 53.4％）。同調査は、無作為抽出によるものではないが、調査地域は山の手地区と下町地区
のバランスを考慮した。 
保育選択に際し、複数の園について積極的に情報収集をしたり見学に行くなど、強い関与を示した
母親は、保育所よりも幼稚園の、学歴の高い母親であった。ここからは、幼稚園と比較して選択の余
地がない保育所選択の実状と、保育選択にこだわりをもって臨むだけの時間的資源や、園と園とを比
較し選択するという認識能力は、学歴によって分化していることが示された。 
幼稚園と保育所の利用者は、社会階層的には重なる部分が多いものの、保育所の利用者は、階層的
背景においてより多様であった。また、保育所ではなく幼稚園を選択することにおいては、母親が専
業主婦で、子どもが小さい頃は母親の手で育てたいと考えていることが影響していた。 
また保育所利用者の多様性について、保育所の選択理由を手がかりに検討したところ、保育所の選
択において、教育方針を重視するかどうかということについては、母親の年収が 130 万円以上である
かどうかが関連していることがわかった。母親の年収が 130 万円以上である場合、保育所選択におい
て教育方針を重視する傾向が強くなる。こうした母親は、しつけ方針において地位志向が低く、新中
産階級的な再生産戦略をもっていると考えられた。 
本分析からは、「夫が稼ぎ妻が家庭を守る」という伝統的性別役割分業から離れ、母親も比較的主要
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な稼ぎ手として働きつつ、子どもの保育所の選択においては教育方針を重視するという、保育所の母
親におけるひとつの特徴的な集団を見いだすことができた。ここに、ボールが指摘する、「中産階級の
分派」を見出すことができる。すなわち、保育選択という契機において、より積極的に就労し、高収
入を得て、子どもの保育所において教育方針を重視する母親と、そうでない母親との分割がみてとれ
るのである。 
こうした積極的な保育所選択層は、新中産階級的背景をもっているという点で、幼稚園利用者とも
近い。逆にいえば、新中産階級的ハビトゥスの持ち主は、性別役割分業という近代家族規範への親和
性という点において、保育所と幼稚園に分化しているのである。 
そして、どの保育所を選択するかという点について、収入という、社会階層的要因の影響が見出せ
た。保育選択とは、父母の教育期待や意向により導かれる実践ではあるが、その背後には、階層的要
因という、社会構造上の制約が見出せるのである。 
また子どもの教育決定については、一般的に、母親の学歴の影響が大きいことが指摘されているが、
幼稚園か保育所かという選択においては、母親のライフコースと収入が大きな要因となっており、学
歴の影響は、みられたとしても限定的であった。ここから、父母の社会階層の子どもの教育への影響
の仕方が、就学前と就学後という、子どもの年齢段階によって違いがみられるということが指摘でき
た。 
 
第７章 
都市部においては、待機児童の多さが社会問題化しているが、その対策として近年、認可外保育施
設の利用が促進されている。幼稚園でも認可保育所でもない、いわば「第三の道」としての認可外保
育施設の事例として、東京都の認証保育所と大学内保育施設をとりあげ、その歴史と現在の動向、父
母の意識について、筆者が実施した保育関係者や利用者である父母への聞き取り・質問紙調査のデー
タを用いて考察した。 
東京都は、労働運動の高揚への対応として、保育政策に積極的に取り組んできた自治体である。ま
た大学においては、病院とならんで、早くから事業所内保育施設が設置されてきた。中でも大学とい
う、教育機関に設置されていることで、認可外保育施設においても、教育的側面が重視されていると
いう特徴をもつと考えられる。2003 年の次世代育成支援対策推進法は、企業や自治体に仕事と家庭の
両立支援のための行動計画の策定を義務づけている（300 人以下の企業は努力義務）。これにともない、
各事業所では、従業員による育児休業取得の推進とともに、事業所内の保育施設の設置が進められて
いる。事業所内保育施設は、設置する企業にとっては、福利厚生であると同時に、良い企業イメージ
の普及がひとつの目的である場合もある。すなわち認可外保育施設は、認可施設にもまして、子ども
や父母だけではなく、事業所や自治体など、さまざまな主体の意図が交錯する場なのである。 
戦後の認可外保育施設をめぐる動向は、その趣旨や制度的状況から、5 期（①戦後～1960 年代：無
認可保育所運動まで、②1970 年代：女性の就労継続支援のための認可外保育施設、③1980 年代：子
ども数の減少と認可保育所化、④1990 年代：「少子化」と「男女共同参画」）、⑤2000 年代以降：認可
外保育施設の再評価）に分けられる。 
東京都の認証保育所は、待機児童対策として東京都が独自に設けた制度であり、認可保育所となる
ための設置基準を満たしていない認可外保育施設の中で、都が策定した基準を満たす施設に、その運
営や開設準備に補助金が出ることなどを特徴とする。この認証保育所に指定された、民間企業が設置・
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運営する認可外保育施設の利用者である母親への聞き取り調査からは、母親たちが、当初民間企業に
よる保育施設に不安を感じていたこと、保育内容には非常に満足しているが、施設環境や小規模であ
ることにやや不満を感じていること、そして認可保育所に入所できないことと関わる、一連の行政の
対応への強い不信感をもっていることが確認された。 
 また、大学内保育施設利用者の父母への質問紙調査からは、父母の、保育施設が職場内に設置され
ているがゆえの保育施設への親近感や、大学という教育機関によって設置・運営されているがゆえの、
保育施設における教育実践への信頼の大きさが読みとれた。 
 大学内保育施設は、単独で、あるいは幼稚園など他の施設と併用されながら、父母の子育てニーズ
に応えている。これを職場内保育施設としてとらえれば、父母が就労しているということが、それだ
け育児資源の利用機会を広げるということであり、就労しているということが、それ自体で育児資源
になりうるということを示している。また、設置や運営面など、なんらかの形で大学と関係している
ことは、その保育施設で行なわれている教育への信頼を増すものと考えられる。さらに、学生の立場
からみれば、学業を続けることそれ自体が、育児資源となる可能性があるということである。 
ここからは、保育選択における第三の選択肢としての認可外保育施設が、行政の後押しと父母のニ
ーズの高まりを受けて展開していること、そしてそのことと並行して、認可外保育施設の利用者とし
て、新中産階級的ハビトゥスをもちながらも、近代家族規範とは一線を画し、自身の生き方を選択す
る、新しい母親層が形成されつつあることがみてとれた。このように、近年推進している、民間企業
による認可外保育施設の利用からは、子育てのプライヴァタイゼーションの進行が確認された。 
 また、認証保育所と大学内保育施設の利用者層には、異なる特徴も見出せた。認証保育所の利用者は、
利用先の保育を高く評価していたが、それは、顧客としてサービスを評価する視点によるものであっ
た。これに対し大学内保育施設の利用者は、利用先の保育に関し、感謝の気持ちを表現するという形
で評価していた。これは、事例としてとりあげた認証保育所が民間企業による運営であり、大学内保
育施設は、大学と同じ学校法人による設置・運営であったことによると思われる。大学内保育施設の
利用者は、保育を福利厚生として受け止めていると考えられる。 
 
第８章 
 第８章では、認可外保育施設と同じく、都市部における待機児童対策の一環として近年とくに推進
されている、幼稚園における預かり保育をとりあげた。「預かり保育」とは、通常の保育時間の終了後
（または開始前）に、希望者を対象に実施される保育であり、従来は各幼稚園の自主的な取り組みと
して実施されてきたものである。それぞれの幼稚園では、「延長保育」や「課外保育」などと呼ばれて
いたこともあり、目的や方法においても多様であったが、1996 年 3 月の地方分権推進委員会中間報
告において、「幼稚園・保育所の各制度の弾力化」が提案され、さらに 7 月の中教審答申において、
幼稚園での「預かり保育」を推進すべきことが述べられ、1997 年度、文部省が「預かり保育推進事業」
を予算計上したことから一般化した。 
第 6 章で確認したように、幼保の選択においては、母親の学歴は影響をおよぼさなかった。また、
保育所選択に影響のある階層的要因は、母親の年収であった。これに対し、幼稚園を選択した母親の
中での預かり保育の利用の有無については、母親の学歴の影響がみられ、預かり保育の利用者は、高
学歴であった。ここからは、保育選択の契機によって、影響をおよぼす育児資源の種類は異なること
が見出された。  
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また、預かり保育の利用者の特徴として、就労形態による違いがみられなかったことからは、預か
り保育の利用者は、認可保育所や認可外保育施設の利用者にみられたような、新中産階級的ハビトゥ
スをもちながらも、性別役割分業からは一線を画する母親たちではなかった。ここに、認可保育所と
も認可外保育施設とも異なる形での、新中産階級の分化がみてとれたのである。 
 
４．結論 
 
 本研究で得られた知見は次の通りである。 
 
都市部における父母の保育選択の特徴 
 第二次世界大戦後の日本の認可保育所は、救貧的性格をもって誕生した。当初あいまいであった「保
育に欠ける」という入所要件は、1950 年代に入り、日本の再軍備化などのための福祉予算切り下げの
影響をうけて厳格化された。そこには、保育所数を抑えるという政策的意図もあった。しかし 1960
年代以降、認可保育所は、特に都市部において、父母たち自身による保育所設置を求める社会運動の
高まりなどを背景に、高度経済成長期における女性労働力の活用という政策的意図から増設されてい
った。また 1960 年代には、保育所における教育を「幼稚園並み」に引き上げるため、保育所保育指
針が作成され、保育所における教育機能が強化された。1980 年代に入ると、少子化の影響を受け、幼
稚園関係者による経営難が危惧された事情もあり、実質的には保育所への入所児童を減らすことを意
図して、３歳を区切りとする幼保一元化を推進しようとする動きもみられた。 
しかし 1990 年代に入り、政府が少子化対策に本格的に乗り出すと、保育所の設置・定員増加が政
府のリーダーシップのもとで進められ、1980 年代初頭をピークに減少し続けていた保育所数、入所児
童数は、ともに増加に転じている。しかし依然として都市部においては、認可保育所が不足し、待機
児童の増加が社会問題となっている。 
それに対応する形で、とくに 1990 年代以降、保育制度全体の再編成が進行している。幼保一元化
施設である、「認定こども園」の発足はその事例のひとつである。さらに次世代育成支援対策推進法施
行の影響もあり、自治体や企業独自の子育て支援制度や、NPO 法人や民間企業による保育施設の設置
など、保育施設の種類は多様化している。その中では、これまで子育て支援の対象とされてこなかっ
た、家庭保育を実践する保護者、すなわち主に専業主婦層を対象とした子育て支援も実施されており、
従来の、「保育に欠ける」児童が保育所に入所し、そうでない子どもは家庭保育か幼稚園教育を受ける
という区分は、曖昧化しつつある。こうして都市部における保育の選択肢は増加する傾向にあり、そ
れにともない、父母が選択する子育て様式も多様になりつつある。しかし同時に、依然として減らな
い待機児童に象徴されるように、保育を選択できるような状況にはない父母が多数存在することも、
都市部の特徴である。 
 
保育選択にみる父母の階層分化 
都市部のこうした状況を背景に、父母はどのように保育選択を実践しているのであろうか。そこに
はどのような階層性がみられるのだろうか。 
そもそも保育選択にどのくらいの資源を割いて関与していくかという度合には、母親の学歴による
分化が見いだせた。一般的に、母親の学歴が高いほど子どもへの教育的関与の度合いが強いことが指
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摘されるが、保育選択においても同様のことが示された。 
しかし、幼稚園と認可保育所の利用者層については、階層的に重なる面が多かった。しかし両者は、
まったく同じではなく、認可保育所の利用者層は、より多様であることが予想された。 
そこで、保育所の利用者層についてさらに検討したところ、父母のもつ育児資源や教育期待によっ
て、異なる保育選択のパターンが析出された。すなわち、母親自身の年収が高く、新中産階級的なし
つけ方針を持った母親たちは、保育所の教育方針を重視した保育所選択を行っていた。ここに、保育
所利用者内部での分化が見出せると同時に、従来は主に幼稚園を利用していたと思われる新中産階級
の、幼稚園からの分化がみてとれる。また保育所の側も、政府による保育の選択制の推進と、それに
促された保育施設の多様化をふまえ、利用者に選ばれる保育所づくりを掲げているところもある。都
市部では、保育所不足による待機児童の多さが問題として指摘され、自由に保育を選べる状態ではな
い保護者がいる一方で、他の保護者にとっては、保育所への入所は、まさに選択の結果である。保育
所への入所は、選択の時代に入りつつあるといえる。 
さらに、認可外保育施設の利用者の分析からも、政策動向と父母のライフスタイルの変化を反映し、
子育てを通して新しい親集団が形成されつつあることが予想された。保育所と認可外保育施設の利用
者の特徴からは、母親たちの中に、新中産階級的ハビトゥスをもちながらも、近代家族的な母親役割
規範とは一線を画した、新中産階級の分派の存在が明らかとなった。 
ここからは、「夫は公的領域、妻は私的領域」という性別役割分業を実践し、「子ども中心主義」で、
母親は育児に専念することを前提とする日本の近代家族モデルは、制度的にも実質的にも、その代表
性を失ってきていることが読み取れた。 
他方で、幼稚園の預かり保育を通した分析では、預かり保育の利用者は、母親の就労の有無とは関
係なく、高学歴で、高階層に偏っていることが予想された。ここからは、幼稚園における預かり保育
の利用者が、認可保育所や認可外保育施設とは異なる、新中産階級の分派を形成していることが示唆
された。 
   
子育ての公共性と私事性 
 以上の動向は、子育てのプライヴァタイゼーションの進行として描き出せる。プライヴァタイゼー
ションとは、組織の民営化や市場化と、人々の心性における個人化、自己責任化という、二つの側面
から把握できる。 
 日本の公教育制度については、これまで、子どもの学習権を前提に、それと対応関係にある親の教
育権が、国家または教師に委託されているという解釈がなされてきた。しかしながら、親が、子ども
の成長過程における環境を決定する自由の保障は、近年ますます尊重されてきている。1980 年代の臨
時教育審議会で議論された「教育の自由化」論は、理念としては親の教育権の復権を意味していたと
いう（下村 1986）。 
こうした、1980 年代以降の日本の家族・保育・教育政策の変容は、端的にいえば、メリトクラシー
を志向する社会から、ペアレントクラシー（Ｐ．ブラウン）を志向する社会への変化といえよう。 
 戦後日本の家族政策は、「標準的」家族モデル（夫－雇用者、妻－専業主婦の核家族）を想定したも
のであった。こうした家族政策は、「標準的」育児戦略というべきものを生み出した。すなわち、子ど
もに学歴をつけさせ、良い企業に就職させることを目標とする育児戦略である。そうした戦略を支え
る原理がメリトクラシーであった。メリトクラシーとは、「ＩＱ＋努力＝メリット」として定義される
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メリットが、人間の社会的地位を決定するという社会原理である。これに対してブラウンは、英国に
おいて 1980 年代以降、「親の資源＋選好＝親の選択」が子どもの社会的地位を決定する、ペアレント
クラシーが台頭しつつあると論じている。 
 父母の「選択」を重要な契機とみなすペアレントクラシーの台頭が可能となった背景には、保育や
教育の市場化と、それにともなう、子育てにおける親責任の強調があった。 
日本では 1980 年代に、臨時教育審議会において、「家庭の教育力の低下」への危惧が示され、1990
年代には、教育改革国民会議において、より直接的に「家庭教育はすべての出発点」であると指摘さ
れている。2006 年の教育基本法の改正では、「家庭教育」の項が新設された。このように日本の政策
言説は、あらためて家庭教育の正統化を意図している。こうした動向が意味するのは、それぞれの家
族による、子育ての自己責任化であろう。 
 私的領域の拡大としてとらえられる新自由主義的改革は、政策上では諸個人が社会的条件（資源な
ど）から独立していることが前提とされる。しかしながら実際には、諸個人は資源の点で異なってい
る。「選択」という語は、ボールが指摘するように、その選択が開放された状態にあること、自由度が
大きいことを暗示する。すなわち、「選択」という概念は、平等な機会が存在するという前提に立ち、
「実際の不平等の効果」を覆い隠している（Ball 2002）。これをふまえれば、子育てのプライヴァタ
イゼーションの進行は、不平等を拡大する可能性をはらんでいるのである。 
 しかしながら、認可外保育施設の動向からは、父母が子どもの保育において公的領域から離脱する
ことが、必ずしも閉鎖的なプライヴァタイゼーションに結びつくとは限らないことも示唆された。 
 山脇（2004）は、公－私という区分の間に、「公共」領域を想定することを提案している。認可外
保育施設利用の動向からは、市場原理を一概に否定するのではなく、その有効性を認めながら父母の
ニーズに応えようとする、幼稚園や保育所とは異なる、新たな子育ての公共的領域が形成されつつあ
ることがうかがえる。こうした動向にみられるように、夫が公的領域を担い、妻が私的領域を担うと
いう、近代家族的な性別役割分業を前提とした保育制度は、今後変容していかざるを得ないといえよ
う。 
保育政策は、保育のあり方を通して、日本の家族像を形成してきた。そして今、子育て支援という
政策目標とともに、保育制度も変容の時期をむかえている。これにともない、家族の姿も変化してい
る。しかし、家族は一方的に規定されるだけの存在ではない。政策に働きかけ、これを変化させもす
る。マクロとミクロの相互作用は、社会変動の原理であるが、保育制度の変容には、それが端的に表
れているのである。 
 
今後の展望と課題 
 最後に、本研究に残された課題を示したい。本研究においては、保育選択肢の豊富な都市部を分析
の対象としていた。しかし、保育とは地域の事情に密着した実践であり、この結果をもって保育全体
に一般化することはできない。より包括的な保育選択を描き出すためには、農村部など、他の特徴を
もった地域における事例研究が必要となる。 
 加えて、保育制度は、国家政策によって大きく異なるものである。本研究においても、英国の保育
選択の事例を参照したところ、女性の就労を積極的に支援し貧困の連鎖を断とうとするなど、日本と
は異なる保育制度の理念が見出された。したがって、諸外国における保育選択について、さらなる研
究を重ねていくことで、日本の保育選択の特徴を明確にすることができると思われる。 
 
